


































































































































































































































































































































































































































































































































































































－３６－ 日本経大論集 第４０巻 第２号
事を２名の職員に割り振る必要があるとする。このとき、職員 Aの仕事 X
に対する期待収益は１５で、仕事 Yが１０である。職員 Bの仕事 Xに対する期
待収益は１２で、仕事 Yは５である。




















































－３８－ 日本経大論集 第４０巻 第２号





Positionの価値を数値化したものとして PVI（Position Value Index：職務価
値指数）がある。これは①組織への影響度、②責任の大きさ、③仕事の困難
さを構成内容とする。
この図は横軸に PVI、縦軸に給与をとっている(11)。
Positionの価値が確定されず、人基準で給与を考えるとグラフの上部「貢
献より給与が大」のところへ向っても制御できない。
また同時に、貢献度の高い職員の給与を引き下げたりするとグラフの下側
の職員が増加し、職員のモチベーションは低下する。これは特に「人件費○
％カット」というような給与の一律引き下げのとき生じやすい。つまり、給
与の引き上げ、引き下げは個々の仕事によって行われるべきで、一律の増減
は、このグラフからの乖離をもたらす。
公務員制度改革で重要なことは、このグラフをいかにして正確に描くかに
関わってくるだろう。民間企業では導入されているところもあり、公務員制
度で実現されれば、官民のイコールフッティングは大きく前進すると思われ
る。
 ヒューマンキャピタルソリューション研究所（IHCS）の HPより作成。
国家公務員の人事考課システム －３９－
